
平成２６年度当初予算要求からの追加・拡充事業一覧

（単位：千円）

事 業 名 事 業 概 要 増 額

特別職職員費 現行の率を緩和の上、平成26年４月以降も給与の減額措置を (△ 6,761)

継続する。 △ 7,404

（要求額） 117,276 →（予算額） 109,872

私立学校経常費補助 私立学校の安定的経営に資するため、経常費補助金につい ( 51,503)

金 て、標準的運営費の算定に係る補助対象経費を拡充する。 64,760

（私学助成費） （要求額）6,800,591 →（予算額）6,865,351

公共施設老朽化対策 国の平成24年度補正予算による経済対策に伴い交付された地 ( 34,049)

事業 域の元気臨時交付金を活用し、老朽化の著しい施設等に対す 720,000

る緊急の更新・修繕を実施する。

（要求額） 0 →（予算額） 720,000

【新】 主体的・自立的な地域づくりを支援するとともに、県民の理 ( 259,750)

中山間地域等活性化 解と参加を促進し、中山間地域の活性化に向けた取組のすそ 600,000

特別事業 野の拡大を図り、県民協働による中山間地域の活性化にハー

ド・ソフトの両面から取り組む。

（要求額） 0 →（予算額） 600,000

小児救急医療電話相 小児救急医療電話相談の受付時間帯を深夜帯（23時～翌朝８ ( 13,380)

談事業 時）まで拡大する。 17,866

（要求額） 16,466 →（予算額） 34,332

【新】 地域バランスのとれたレスパイトサービス環境の整備・充実 ( 15,378)

重症心身障害児者と を総合的に促進し、重症心身障害児者が県内どこでも安心し 15,378

家族の安心生活サポ て生活できる社会の実現を図る。

ート事業 （要求額） 0 →（予算額） 15,378

【一部新】 拠点工場化等投資促進補助金を創設するとともに、大規模工 ( 0)

マザー工場等優遇制 場等立地促進補助金の拡充及び県北市町村営団地、県南県営 0

度の創設・拡充 団地への立地に対する補助率を拡充するほか、データセンタ

ーの立地に対する新たな補助制度を創設する。 【制度改正】

（要求額） 0 →（予算額） 0

※ 増額欄の上段( )は一般財源



（単位：千円）

事 業 名 事 業 概 要 増 額

【新】 東アジア、東南アジアへのトップセールスによるプロモーシ ( 34,935)

アジア総合プロモー ョン、民間企業や他県等との連携拡大により、海外での認知 34,935

ション 度向上、外国人観光客誘客の促進を図る。

（要求額） 0 →（予算額） 34,935

【新】 近隣港との集荷競争に打ち勝ち、コンテナ貨物取扱量の増加 ( 40,616)

水島港機能強化事業 を図るため、インセンティブ制度を創設するとともに、玉島 303,605

ハーバーアイランド内に建設するマリンタワーにポートラジ

オ局を移転し、安定した航行調整等の機能を確保する。

（要求額） 0 →（予算額） 303,605

【新】 県下の少年非行情勢は極めて深刻であることから、県独自の ( 41,955)

目指せ!少年非行情 警察官増員を含む23人態勢の「学校警察連絡室」を発足し、 41,955

勢の改善!!生き活き 学校等と連携し、非行防止対策を集中的に推進する。

スクール応援事業 （要求額） 0 →（予算額） 41,955

【新】 学力向上等に顕著な成果が見られる学校（小学校20校、中学 ( 30,000)

頑張る学校応援事業 校10校）を奨励し、学校の意欲向上と優良事例の県下への普 30,000

及・拡大を図る。

（要求額） 0 →（予算額） 30,000

【新】 不登校の課題を抱える小学校に対して、その改善に向け、新 ( 11,128)

小学校における不登 たな不登校児童を生まない取組の一つとして登校支援員を30 11,128

校対策実践研究事業 人配置する要求に対し、15人増員し、45人とする。

（要求額） 22,526 →（予算額） 33,654

小中学校教職員給与 落ち着いた学習環境の整備を図るため、いじめへの対応や徳 ( 31,946)

費 育の推進、特別支援教育の充実のために７人増員する要求に 52,436

対し、さらに10人増員し、17人とする。

（要求額）36,705 →（予算額） 89,141

( 557,879)

計 1,884,659

※ 増額欄の上段( )は一般財源


